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  貸 借 対 照 表 
（2024年3月31日現在）

（単位 ： 百万円）

　

　

　

（注）　金額百万円の表示は、百万円未満を切り捨てております。

資 産 の 部 合 計

1,275

投 資 有 価 証 券

投資その他の資産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他 4

12,565

そ の 他

繰 延 税 金 資 産

長 期 保 証 金

0

金 額

7,978

500

24

2,715

4,586

62

90

777

279

未 払 費 用

負 債 の 部 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

預 り 保 証 金 敷 金 925

株 主 資 本

資 本 準 備 金

1,870

75

10,913

12,565

920

36

7

125

7,978

そ の 他

未 払 消 費 税 等

預 り 金

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

975

423契 約 負 債

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

7,353

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

純 資 産 の 部 合 計

6,346

71

125

1,000

7,346

現 金 及 び 預 金 5,758

未 収 入 金

販 売 用 不 動 産

営 業 貸 付 金 1

1,652固 定 資 産

親 会 社 預 け 金 4,000

器 具 備 品

0

有 形 固 定 資 産 168

5

繰 越 利 益 剰 余 金

任 意 積 立 金

624 そ の 他 利 益 剰 余 金

645

利 益 準 備 金

資 本 金

構 築 物

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

205

209

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

（ 負 債 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）

科 目 科 目金 額

93建 物

流 動 負 債

 0　△     

6

営 業 未 払 金

未 払 金

1,054

92

未 払 法 人 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産



－2－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  損 益 計 算 書 
（自 2023年4月1日　　至 2024年3月31日）

（単位 ： 百万円）

科　　　　　目 金　　　　　額

5,809

1,896

1,667

709

274 10,357

2,957

1,485

1,263

664

25 6,396

3,960

2,232

1,727

5

0

6

3

0

1 17

1,745

39

36 75

1,670

480

37 518

1,151

（注）　金額百万円の表示は、百万円未満を切り捨てております。

営 業 原 価

営 業 収 益

そ の 他

仲 介 収 益

販 売 用 不 動 産 売 上 高

不 動 産 管 理 収 益

リ フ ォ ー ム 工 事 売 上 高

仲 介 原 価

販 売 用 不 動 産 売 上 原 価

そ の 他

そ の 他

不 動 産 管 理 原 価

営 業 利 益

リ フ ォ ー ム 工 事 売 上 原 価

有 価 証 券 利 息

不 動 産 取 得 税 還 付 金

助 成 金 収 入

雇 用 保 険 料 精 算 差 益

営 業 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

経 常 利 益

当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

税 引 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

営 業 外 収 益

減 損 損 失

受 取 利 息

法 人 税 等 調 整 額
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 当期変動額合計

（注）　金額百万円の表示は、百万円未満を切り捨てております。

（単位：百万円）

 株主資本等変動計算書 

500

繰 越
利 益
剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

 当期首残高

 当期変動額

資 本
準 備 金

1,000 5,195

 当期末残高

　　株主資本以外の項目の
　　当期変動額（純額）

　　当期純利益

－

6,346

－ － －

500

1,151 

125 7

－

－

－ －

－－

1,151 

1,000 7,978

1,151 

1,151 

6,827

－

7,978

1,151 

－

－

－

（自 2023年4月1日　　至 2024年3月31日）

資本金

資　本
剰余金

利 益 剰 余 金

株 主
資 本
合 計

6,827125

純 資 産
合 計

株　　　　主　　　　資　　　　本

7

利 益
準 備 金 任 意

積 立 金

1,151 
－
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個 別 注 記 表 
 

 

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

    満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法） 

    そ の 他 有 価 証 券 

 市場価格のない株式等・・・移動平均法による原価法 

 

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 販 売 用 不 動 産・・・個別法による原価法 

 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）  

  

(3)固定資産の減価償却の方法 

 有 形 固 定 資 産・・・定額法 

  なお耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定

  する方法と同一の基準 

 無 形 固 定 資 産・・・定額法 

  なお耐用年数については、法人税法に規定する方法と同

  一の基準 

 ただし、ソフトウェア（自社利用）については、社内に 

              おける見込利用可能期間（5 年）に基づく定額法 

 

(4)引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金・・・債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

 

 退職給付引当金・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法によ

り費用処理しております。 

数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定率法によ

り、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま

す。 
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役員退職慰労引当金・・・役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

 

(5)収益及び費用の計上基準  

 ①不動産仲介事業 

      顧客との媒介契約に基づいて、物件の引渡等の役務を提供する義務があります。 

当該履行義務は、当事者間の物件の引渡時点において充足されると判断し、当該時 

点で収益を認識しております。 

 

②不動産販売事業 

 顧客との不動産販売契約に基づいて、リノベーション住宅等の物件を引き渡す義 

務があります。当該履行義務は、顧客への物件の引渡時点において充足されると判 

断し、当該時点で収益を認識しております。 

 

(6)控除対象外消費税等の会計処理 

 控除対象外の消費税等については、発生事業年度の期間費用として処理しており 

ます。 

 

(7) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

・法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理  

     当社はグループ通算制度を適用しております。また「グループ通算制度を適用

する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42 号 2021 年

８月 12 日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税

効果会計の会計処理並びに開示を行っております。 

 

 

2.会計上の見積りに関する注記 

  会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算  

出しております。当年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののう  

ち、翌年度の計算書類に重要な影響を及ぼすリスクが有る項目は以下のとおりです。  

 

・販売用不動産の評価 

(1)当年度の計算書類に計上した金額  

   販売用不動産 1,054 百万円 

 

 (2)会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資する情報 

    販売用不動産は、正味売却価額が取得原価よりも下落している場合には、当該正

味売却価額をもって評価し、取得原価と当該正味売却価額との差額は収益性の低下

による簿価切下額として販売用不動産売上原価に計上しております。 

    正味売却価額は売価から追加費用を控除して算定し、その見積りについては、対
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象物件に近似する物件の坪単価等を主要な仮定としておりますが、不動産市況の予

測には高い不確実性を伴うため、正味売却価額の見積りに重要な影響を及ぼす可能

性があります。 

 

 

3.貸借対照表に関する注記 

                    

(1)担保に供している資産   投 資 有 価 証 券  4 百万円 

            長 期 保 証 金  281 百万円 

 （注）宅地建物取引業法に基づく営業保証金及び住宅瑕疵担保履行法に基づく資力確保措置 

    のための保証金を、国債及び金銭にて東京法務局に供託しております。 

                    

(2)有形固定資産減価償却累計額     268 百万円 

                    

(3)関係会社に対する金銭債権及び債務   短 期 金 銭 債 権  1 百万円 

 （区分掲記している科目を除く）           

            長 期 金 銭 債 権  78 百万円 

                    

            短 期 金 銭 債 務  5 百万円 

 

 

4.損益計算書に関する注記 

                    

(1)関係会社との取引高   営 業 収 益 52 百万円 

                    

   営 業 費 用  181 百万円 

                    

   営 業 外 取 引  5 百万円 

 

 

5.株主資本等変動計算書に関する注記 

                    

(1)発行済株式の総数に関する事項      

                    

株 式 の 種 類 前事業年度末 増  加 減  少 当事業年度末  

普 通 株 式 1 0 , 0 0 0 株  － － 1 0 , 0 0 0 株  
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6.税効果会計に関する注記 

                    

 (1)繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳       

                    

  繰延税金資産         （単位：百万円） 

                    

   前受斡旋手数料          93 

   未払賞与          189 

   退職給付引当金          281 

   役員退職慰労引当金         7 

   未払事業税          17 

   未払社会保険料          26 

   その他          28 

   繰延税金資産合計          645 

 

 

 

7.金融商品に関する注記 

                    

 (1)金融商品の状況に関する事項 

  当社は、資金運用については親会社グループの資金運用方針のもと、余剰 

 資金を親会社預入れ等に限定しており、また、資金調達については親会社よ 

 り借入を行う方針です。 

                    

 (2)金融商品の時価等に関する事項 

  2024 年 3 月 31 日（当事業年度末）における貸借対照表計上額、時価及び 

  これらの差額については、次のとおりであります。 

  また、現金は注記を省略しており、預金及び親会社預け金は短期間で決済 

   されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

              （単位：百万円） 

   
 

貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

   

   (1)長期保証金  624 411 213 

   (2)預り保証金敷金  (925) (922) (3) 

       

   ※負債に計上されているものについては、( )で示しております。 

    

（注）金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に  

      応じて、以下の 3 つのレベルに分類しております。 
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   レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相  

              場価格により算定した時価 

   レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能な 

            インプットを用いて算定した時価 

   レベル 3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

    

       時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、  

   それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先  

   順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

    

   (1) 長期保証金 

     長期保証金から発生する将来キャッシュ・フローを、合理的と考えられる  

   期間及び信用リスクを加味した利率で割引いた現在価値により算定して 

     おり、レベル２の時価に分類しております。 

    

   (2) 預り保証金敷金 

   預り保証金敷金から発生する将来キャッシュ・フローを、合理的と考え  

   られる期間及び利率で割引いた現在価値により算定しており、レベル２の 

   時価に分類しております。なお、利率がマイナスの場合は、割引率を 

     ゼロとして時価を算定しております。 

 

 

8.関連当事者との取引に関する注記 

            （単位：百万円） 

種類 
会社等の名称 

又は氏名 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取 引 

金 額 
科  目 

期 末 

残 高 

親会社 
大成有楽不動産株式

会社 

直接 

100% 
役員の兼任 

不動産の仲介･管理等 45 － － 

そ の 他 の 営 業 収 益 2 － － 

不 動 産 の 賃 借 等 97 
短 期 保 証 金 0 

長 期 保 証 金 78 

資 金 の 預 託 他 1,005 
親会社預け金 4,000 

未収預金利息 0 

親会社 大成建設株式会社 
間接 

100% 

不動産の 

仲介等 

不動産の仲介･管理等 4 － － 

パソコンの使用料等 83 － － 

グループ通算に伴う

支払予定額 
5 未 払 金 5 
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取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (1)上記各社への取引については、市場価格等を参考に決定しております。  

 (2)親会社預け金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

また、取引金額においては、純額で表示しております。 

 

 

9.1 株当たり情報に関する注記 

                    

(1)1 株当たりの純資産額       797,879.21 円 

                    

(2)1 株当たりの当期純利益       115,142.56 円 

 

 

10.収益認識に関する注記 

  「1.重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「(5)収益及び費用の計上基準」に  

記載のとおりであります。  

 

 

11.その他の注記 

 (1)減損損失 

 ①当年度の計算書類に計上した金額  

     減損損失 36 百万円 

  ②当事業年度の計算書類に計上した金額の算出 

    各店舗を独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位としており、営業 

終了及び退去を決定した店舗（恵比寿センター、吉祥寺センター、国立センター等 

の計 6 店舗）について、固定資産に計上した資産除去債務に係る除去費用を減損 

損失として計上しております。 

  

 

この計算書類は、表示金額及び表示株数は、表示未満の端数を切り捨てております。 


